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｢インターＫＸ減価償却 Ver.7.0｣で対応されている内容をご案内します。 

1.プログラムについて 

データ移行対象バージョン・・・Ver.5.0以降 

 

■Ver.5.0以降のお客様 

データ移行が可能です。 

■Ver.3.3、4.0 をお使いのお客様 

今回のバージョンアップ商品がデータ移行(継続使用)をしていただく最後の機会とさせていただきます。 

今回の改版 CD-ROM に添付されております Ver.5.1 をセットアップし、Ver.5.1 へのデータ変換後、

Ver.7.0 をご使用ください。 

■上記以外のバージョンをお使いのお客様 

現在お使いのデータは移行できませんので、新規に入力してお使いください。 

2.法改正の概要 

1．中小企業者等の少額減価償却資産の即時償却制度の改正 

●損金算入額の年間限度額上限の設定 

中小企業者等（法人・個人）の取得価額30万円未満の少額減価償却資産の即時償却制度（全額損金算入）

について、その事業年度の損金算入額に300万円の上限が設けられました。平成18年4月1日から平成20

年3月31日までの間に取得等する少額減価償却資産について適用されます。 

なお、年間限度額300万円は、平成18年4月が期中の場合でも、事業年度の残りの月数で按分する必要は

ありません。事業年度が1年に満たない場合は、25万円に事業年度の月数をかけた金額が限度額です。 

●別表十六(六)の新設 

この改正に伴い、別表十六(六)「少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例に関する明細書」が新設

されました。この別表は、平成18年4月1日以後に取得等をする取得価額30万円未満の資産について、少

額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例（平成18年改正後の租税特別措置法第67条の5または第68

条の102の2）の適用を受ける場合に使用します。 

●別表十六(一)、別表十六(二)の「備考欄」について 

平成 18 年 3 月 31 日以前に取得等をした取得価額 30 万円未満の資産について、少額減価償却資産の取

得価額の損金算入の特例（平成 18 年改正前の租税特別措置法第 67 条の 8 または第 68 条の 103 の 3）

の適用を受ける場合は、従来と同様「備考」欄にその旨を記載します。 

※平成 18 年 3 月 31 日以前開始事業年度の法人で、平成 18 年 3 月 31 日以前と平成 18 年 4 月 1 日 

以後の両方に取得等した少額減価償却資産がある場合は、「別表十六(一)、または別表十六(二)の備考欄」

と「別表十六(六)」の両方に記載します。 

※平成 18 年 4 月 1 日以後開始事業年度の法人は、別表十六(六)に記載します。 

別表十六(一)または別表十六(二)の備考欄への記載は必要ありません。 

2．別表十六の様式の変更点 

●別表十六(一)／別表十六(二) 項目名変更 （「引当金」表記の変更） 

●別表十六(七)（旧別表十六(六)） 

従来の別表十六(六)「一括償却資産の損金算入に関する明細書」は、平成18年4月1日以後終了事業年度

分から別表番号が「別表十六(七)」に変更されました。 

3.システムの対応内容 
●法改正による別表十六の様式の変更に対応 

・別表十六(一)(二)の様式の変更 →システム画面等の「引当金」表記を変更しました。 

・別表十六(七)の別表番号の変更 （旧別表十六(六)）  

●別表十六(六)を追加 

勘定設定の「少額資産用勘定の設定」で指定した勘定の資産（少額減価償却資産）のうち、平成 18 年４月

1 日以後取得されたものを明細に出力します。出力時に損金算入額の年間限度額のチェックを行います。 
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●別表十六(一)(二)の備考欄の対応 

勘定設定の「少額資産用勘定の設定」で指定した勘定の資産（少額減価償却資産）のうち、平成 18 年 

3 月 31 日以前取得されたものを、別表十六(一)、または別表十六(二)の備考欄へ取得価額を集計して印刷

します。また、備考欄に集計される文言の初期値を変更しました。 

※平成 18 年３月 31 日以前開始事業年度の法人の留意点 

固定資産台帳兼減価償却額明細書で「別表十六(一)(二)の備考欄に集計する少額減価償却資産の明細」と

「別表十六(六)に出力する少額減価償却資産の明細」とを分けて印刷する場合は、それぞれの少額減価償

却資産用の勘定をご用意ください。 

※個人（減価償却費計算書）の少額減価償却資産の対応について 

個人の少額減価償却資産に関しては、詳細な情報が明らかになり次第対応します。 

（Ver.7.0では、Ver.6.0からの変更はありません。） 

※Ver.7.0 用の電子申告プログラム対応時期について 

固定資産税の申告時期に合せて対応を行う予定です。 


